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第10章 準備書に対する意見及び事業者（松阪市）見解 

準備書に対する環境の保全の見地からの意見と事業者（松阪

市）見解 

環境影響評価準備書に対する環境保全の見地からの意見はなかった。 

 

準備書に対する準備書関係市町長意見と事業者（松阪市）見

解 

関係市長からの意見の提出はなかった。 

ただし、松阪市環境影響評価委員会の「松阪市新最終処分場施設整備事業に係る環境影響評価準備書

について（答申）」に対する事業者の見解は、表 10-2.1(1)(2)に示すとおりである。 

 

表 10-2.1(1) 環境保全の見地からの意見の概要と事業者（松阪市）の見解 

番号 意見の概要 事業者（松阪市）の見解 

1 ・松阪市の新最終処分場建設に際して、大

量生産、大量消費、大量廃棄の時代から個

人のレベルでの持続可能な発展及び自然

と調和したライフスタイルへと変わって

いく中で、最終処分場が私たちの日常生活

と密接に関係していることを認識しても

らうことが必要であり、次の世代を担う若

い人達や子ども達に遠くから何か求める

ものではなく、自分の毎日の生活の中か

ら、もう一度環境について考えることによ

って、主体が変わり主役は私達だというこ

とが言えるよう松阪市が環境と社会的な

調和とバランスのとれたサステナブルな

社会のトップランナーとなる一つの大き

なきっかけとなるように対処されたい。 

・松阪市では「一般廃棄物（ごみ）処理基本

計画第１期見直し版（R5.3）」で示した基本理

念「ムダなく資源が循環しているまち」を実

現するための基本方針として 
１．３Ｒ及びごみの適正な排出の推進 

２．行政、市民、事業者による協働体制の構築 

３．不法投棄の未然防止に努め、うるおいある 

豊かな環境の創出 

を定めています。 

新最終処分場建設に際しては上記基本方針に

基づき、焼却灰の資源化や効率的な管理運営の

在り方を検討するなど、先進的な取組みとなる

よう努めてまいります。また、ムダなく資源が

循環しているまちを実現するため、行政、市民、

事業者が協働し、良好な地域環境の次世代への

継承を目指してまいります。 

 

 

 

  



10-2 

 

表 10-2.1(2) 環境保全の見地からの意見の概要と事業者（松阪市）の見解 

番号 意見の概要 事業者（松阪市）の見解 

2 ・温室効果ガス等については、建設中に樹

木の伐採等により失われる炭素蓄積量お

よび建設後の緑化・樹林化により固定され

ると見込まれる炭素量についても推定し、

カーボンニュートラルの視点からの評価

をされたい。 
・また、保全区域については、生物多様性

オフセットの考え方に沿って、改変によっ

て消失する森林や湿地環境に対して同等

かそれ以上の面積および質の生態系を創

出・保全されたい。 
・緑化・樹林化においては、事業実施区域

に生育している在来種の種子・実生を優先

的に活用するなど、郷土種を用いて実施さ

れたい。 
・さらに、今後、保全区域を活用して、市

民・事業者・松阪市による 3 者の協働活動

による環境学習を実施するなど、生物多様

性保全等に関する啓発活動に積極的に取

り組まれたい。 

・温室効果ガスの予測については、伐採され

る樹木の炭素蓄積量と緑化・樹林化により固

定される炭素蓄積量を算出し、カーボンニュ

ートラルの視点から評価しました。 
・環境保全エリアの環境整備については、今後

詳細な検討を行いますが、生物多様性オフセッ

トの考え方を参考に、多様な生態系を創出・保

全していく方針です。 
・緑化・樹林化においては、工事実施段階で在

来種の種子・実生を優先的に活用するなど、郷

土種を用いて行います。 
・環境保全エリアの活用・維持管理に関しては、

上記環境整備計画で具体的に検討を行います

が、隣接する総合運動公園との連携のため遊歩

道の整備等も視野に入れ検討を行います。 

3 ・30by30（サーティ・バイ・サーティ）の

考えのもと、日常生活の中に生じる現状と

その改善策を学ぶ環境教育プログラムを

行い生物多様性の損失を食い止め、自然を

増やして健全な生態系として効果的に保

全することができるよう対処されたい。 
既に実施されている松阪市のごみ処理

の基本方針や3Ｒの推進の観点から、市民・

事業者・松阪市が協働し啓蒙活動による更

なるゴミ削減に努められたい。 

・保全エリアにおける環境保全措置について、

国の「2030 年までに、国土の 30％以上を自然環

境エリアとして保全しようとする目標」であ

る、30by30 の考えのもと、松阪市としましても、

国の動向に注視し、健全な生態系として効果的

な保全ができるように努めます。 

ごみの減量化や３R 推進のための施策、取

り組みにつきましては、行政・市民・事業者

がそれぞれの立場で主体的に取り組む姿勢

が重要であり、本市としましては、12の施策

に取り組むことで、ごみ分別の徹底等により

資源化率の向上や、ごみ排出量の削減を図

り、「ムダなく資源が循環しているまち」を目

指してまいります。 
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準備書に対する知事意見と事業者（松阪市）見解 

知事意見及びそれに対する事業者（松阪市）の見解は、表 10-3.1(1)～(3)に示すとおりである。 

表 10-3.1(1) 環境保全の見地からの意見の概要と事業者（松阪市）の見解 

番号 項目 意見の概要 事業者（松阪市）の見解 

1 総括的事項 評価書の作成までに詳細な工事内容

及び施設概要が明らかとなり、予測、評

価及び環境保全措置に変更が生じる場

合は、それらを反映した環境影響評価

書（以下「評価書」という。）を作成す

ること。また、知見が不十分で予測、評

価に不確実性を伴う場合には、事後調

査を計画するとともに、事後調査項目、

調査地点及び調査期間について具体的

に記載すること。 

準備書から評価書の作成までに変更

が生じた内容（対象事業実施区域の範

囲、造成範囲、遮水工の構造）について

評価書に記述するとともに、関連する予

測・評価項目（陸生動物、陸生植物及び

生態系）について反映しました。 

また、知事意見等を受けて、騒音、水

質、地形及び地質、陸生動物、陸生植物

及び生態系廃棄物等、温室効果ガス等に

ついて予測・評価に反映しました。 

なお、知見が不十分で予測、評価に不

確実性を伴うと考えられる、環境保全エ

リアの環境保全措置の実施については

事後調査計画を立案し記載しました。 

2 総括的事項 事業実施の際に予測結果と異なる状

況が発生した場合には、必要に応じて

再度予測、評価を行ったうえで適切な

措置を講じ、可能な限り環境影響の回

避または低減に努めること。 

事業の実施にあたっては、事後調査計

画に基づく調査を行うとともに、事業計

画の熟度に応じて、再度予測、評価の必

要性を確認したうえで適切な措置を講

じ、可能な限り環境影響の回避または低

減に努めます。 

1 騒音 工事車両の走行及び埋立作業の実施

に伴い発生する騒音については、基準

値と同等かそれに近い数値となる予測

がされていることから、適切な環境保

全措置を講じ、環境影響の低減に努め

るとともに、事後調査により効果の検

証を行うこと。 

工事車両の走行に伴う騒音について

は、工事中の事後調査として資材運搬車

両が最大となる時期に騒音調査を実施

し、事後調査の結果が基準値を超過する

といった事態が発生した場合は、速やか

に工事関係者と協議したうえで追加の

対策を講じることを検討します。 

また、供用後の環境保全措置として、

埋立作業用の重機については低騒音型

建設機械の採用することを評価書に追

記しました。さらに、供用後の事後調査

として予測値が基準値と同等となる「既

存施設+1 期」及び「3 期」の次期につい

て騒音調査を実施し、事後調査の結果が

基準値を超過するといった事態が発生

した場合は、速やかに工事関係者と協議

したうえで追加の対策を講じることを

検討します。 
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表 10-3.1(2) 環境保全の見地からの意見の概要と事業者（松阪市）の見解 

番号 項目 意見の概要 事業者（松阪市）の見解 

2 

(1) 

水質 本事業により発生する浸出水について

は、供用開始後 15 年間は既設浸出水処理

設備にて処理を行う計画とされている。こ

のことから、既設設備の老朽化対策及び導

水に係る漏水防止対策について、必要な措

置を講じること。また、評価書の作成にあ

たっては、今後検討を行うとされている浸

出水量の抑制対策について、具体的な内容

を記述したうえで、対策に伴い生じる影響

についても予測及び評価を行うこと。 

既設設備については、老朽化が進んでい

る機械、電気設備等の更新や調整槽の防食

塗装について検討を行い、15年間の供用が

できるよう対策を講じます。 

浸出水量の抑制対策としては、現処分場の

埋立完了後にキャッピングを行う計画で

あり、放流水量の変化に伴う予測及び評価

を行いました。 

2 

(2) 

水質 浸出水処理施設の容量については、気候

変動に伴う極端な集中豪雨等、様々な条件

を元に十分な処理能力が確保できるよう

設計するとともに、算定根拠について、評

価書に詳細に記載すること。 

浸出水処理施設の容量（浸出水調整槽：

6000ｍ3/日：新設）については、過去の降

雨量データを調査、考慮することで、処理

能力、調整能力として十分確保した施設計

画を立案しました。 

また、評価書には算定根拠について記載し

ました。 

2 

(3) 

水質 地盤改良材としての使用が想定されて

いるセメント系固化材については、六価ク

ロムの溶出が懸念されることから、工事排

水中の六価クロム濃度について、事後調査

を実施するよう検討するとともに、必要に

応じて追加的な環境保全措置を講じるこ

と。 

地盤改良工事の詳細を確認の上、六価ク

ロムについて事後調査を行います。また、

環境影響が想定される場合は必要に応じ

て追加的な環境保全措置を講じます。 

3 

(1) 

地形及び地質 対象事業実施区域内で確認されている

断層は、活断層である可能性が高いことか

ら、設計にあたっては十分留意すること。 

ご指摘を踏まえ実施設計にあたっては、

構造物の構造計算、法面の安定計算等にお

いて地震時を考慮した計算を行うなど、活

断層の存在に十分留意して実施します。 

3 

(2) 

地形及び地質 対象事業実施区域周辺に分布する一志

層群からは化石が発見される可能性があ

ることから、事業の実施にあたり化石が発

見された場合は専門家に相談のうえ、必要

に応じ保存等の措置に努めること。 

ご指摘を踏まえ工事の実施にあたって

は工事関係者へ周知し、化石が出土した場

合は、関係研究機関へ報告し適切な対応を

行います。 

4 

(1) 

陸生動物、陸

生植物及び生

態系 

本事業の実施により、対象事業実施区域

及びその周辺に残された森林が分断され、

それぞれの生態系が孤立するおそれがあ

ることから、事業の実施にあたっては森林

の連続性を確保する等、地域の生態系に配

慮した計画とすること。 

なお、保全エリアの確保等の生態系に係

る環境保全措置を検討するにあたっては、

30by30 の達成に資することも考慮し、健全

な生態系として効果的に保全ができるよ

う努めること。 

森林の分断が想定される箇所（北側樹林

と上川町公園の間）につきましては、対象

事業実施区域北側の谷津田を可能な限り

現状を保全するとともに、造成法面の最小

化による移動経路を確保し、森林の分断と

いう影響を軽減するとともに、水辺環境に

ついても、北側に分布する調整池や水田と

の水辺ネットワークを確保します。また、

対象事業実施区域と周辺林地との連続性

に関して、既存樹木の伐採を最小限にし、

残林森林の確保、造成法面及び造成緑地の

植栽による緑地化を図ります。さらに、谷

津田環境の保全エリアでも周辺林地との

移動経路としての機能を持たせます。 

保全エリアにおける環境保全措置につ

いて、30by30 の考えのもと、効果的な保全

活動も視野に入れながら、水辺や林縁環境

の健全な生態系保全を目指します。 
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表 10-3.1(3) 環境保全の見地からの意見の概要と事業者（松阪市）の見解 

番号 項目 意見の概要 事業者（松阪市）の見解 

4 

(2) 

陸生動物、陸

生植物及び生

態系 

移植を行った陸生動植物について、事後

調査により数の減少や衰退等の傾向が認

められた場合には、速やかに追加の保全措

置を講じるとともに、必要に応じ事後調査

期間の延長を検討すること。 

ご指摘を踏まえ事後調査により、数の減

少や衰退等の傾向が認められた場合には、

速やかに追加の保全措置を講じるととも

に、必要に応じ事後調査期間の延長を検討

します。 

5 

(1) 

水生生物 ホトケドジョウは高水温に脆弱な魚類

であることから、事業実施にあたっては、

樹木の伐採等により、生息地の水温が上昇

することのないよう留意するとともに、保

全エリア内の水温変化に関する事後調査

の実施を検討すること。 

ホトケドジョウが生息する保全エリア

の水路周辺の樹木（低木類）は、現状のま

ま保全することで対応します。また、本種

の生息環境の現況を把握するため、水温及

び水質に関するモニタリング調査を計画

しました。 

5 

(2) 

水生生物 ドジョウ及びホトケドジョウの移植に

あたっては、移植先の環境整備を行う等、

環境収容力を増大させるような対策につ

いて検討すること。 

ホトケドジョウは、保全エリアの水路の

環境整備を行い、個体の移植を計画しま

す。また、ドジョウについても、移植先の

真盛川の生息環境の他に、保全エリア内に

本種の生息特性（浅い止水域）を考慮した

生息環境を部分的に整備し、生息個体の分

散放流を計画しました。 

6 廃棄物 浸出水処理施設から発生する脱水汚泥

について、近年発生量が大きく増加してい

る原因の検証を行ったうえで、発生量の抑

制対策及び適切な処理を検討し、その内容

を評価書に記載すること。 

脱水汚泥の増加要因について、最新デー

タ（2022～2023 年）も加え検証を行った結

果、水処理量や凝集剤の使用量との関係性

が認められました。その結果を評価書に記

載しました。 

また、抑制対策として雨水集排水施設を

設置し、埋立地内への雨水流入を防止する

ことで処理すべき浸出水の削減を図りま

す。さらに、脱水汚泥は「松阪市のごみ焼

却施設にて焼却処分」を行うことで減容化

を図り適正な処理を行います。 

上記内容について、評価書に記載しまし

た。 
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